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研究成果の概要（和文）： 

 特別なニーズのある子どもやその保護者に対する移行支援に対しては、周到な用意が必
要であり、特に当事者らが一人一人全く異なる状況下に置かれていることからも、移行に
影響を与える多様な要因を把握したうえで支援を行う必要がある。本研究では移行（支援）
を整え・つなげ・促す仕組みとして、移行支援アセスメント・個別の移行支援計画を作し,
事例に適用しながらその効果を検証した。これらのツールは、移行支援の中核を担うコー
ディネーターの存在（働き）との相互関係の中でより強化されることが確認された。 
 

研究成果の概要（英文）： 
 Support of transition for children with special needs and their family will need 
adequate preparation. Especially, we must understand about many factors that affect 
transition of support of transition. The purpose of this study was to develop systems 
that promote transition under based on the viewpoint of Person-Centered. After 
2case study that using “Transition support assessment” and “Individualized transition 
plan (ITP)”, relationship between such tools and coordinator was discussed. 
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１．研究開始当初の背景 

障害の「早期発見・対応」が繰り返し強調
される昨今、多くの自治体や専門機関は支援
体制の整備を進めてきた。しかし、そうした
支援の受け皿が用意される一方、幼児期、わ
ずか数年の間に障害のある子どもやその保
護者が、受け皿を転々と移っていること、そ
してその弊害について十分に注意は払われ

てこなかった。「受け皿を変えること」とは
「移行」を意味する。障害幼児やその保護者
においては、移行に際して「新たな環境への
適応困難」や「諸手続きを行う上での身体的
負担」「わが子の将来を悲観するがゆえの心
理的負担」など種々の困難が生じる。移行支
援方法の検討は、我が国の喫緊の課題である。 

この渦中、特に 2000 年以降増えつつある
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「移行支援を進めるための活動開発に関す
る研究」に対して、申請者はいくつかの問題
を指摘した。特に「支援活動を開発しても、
自治体の資源や連携に制限がある場合、活動
を十分展開しきれない可能性がある」ことを
示したうえで、申請者は支援活動を機能化さ
せるための推進モデルを指摘した（真鍋 , 

2011）。このモデルは、移行支援を「目的・
支援活動・施設間連携」の３つの次元に分け
て展開させるものであり、それらの熟考によ
り、既存の体制に見合った支援が行われるこ
との重要性が確認された。 

我が国では「移行支援の活動開発」や「そ
の機能化」に関する研究など、移行支援に関
する理論的・方法論的検討が進みつつある。
その一方で、近年我が国で注目され、かつ移
行支援において中心に添えるべきであろう
“当事者（子どもやその保護者）のニーズ”
については、十分な検討が及んでいない。現
在、個別の計画（個別の教育支援計画、個別
の指導計画など）を作成し、それを移行時に
引き継ぎ・活用することで、彼らのニーズに
沿った支援を実現させようとする流れがあ
る。この流れは幼稚園や保育所でも同様であ
る。しかし、計画の作成においてはできない
こと」や「能力面」への偏重が進み、保育者
らにとってのペーパーワーク化が生じてし
まうことも懸念されている。 

保育者を含む多専門職種によって支えら
れ広がってきた当事者らの生活（横/水平的移
行）が、どのように小学校就学期（縦/垂直的
移行）につながり実を結ぶのか。それを支え
る方法について検討する必要がある。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、当事者のニーズを移行支
援に反映させるための方法を検討すること
である。このために本研究では①移行支援ア
セスメントの検討、②個別の移行支援計画
（ITP）の開発と適用を、またこれらを扱う
③移行支援コーディネーターの役割に関し
て検討を行った。 

 また、最終的にこれらの方法を上記支援モ
デルに反映させ、移行支援モデルをより実践
に反映させるべく、改善を図ることをもう一
つの目的とした。 

 

３．研究の方法 

 上記目的に合わせて、以下の研究方法によ
り実施した。 
①移行支援アセスメントの検討 
支援を行う際、移行または移行支援の成否

に影響を与えうるような要因を把握し、その
後の各種活動展開に活かすことができるよ
う、移行支援アセスメントの作成を行った。
作成にあたっては国内・国外の先行研究を概
観し、項目の選定を行った。 

②個別の移行支援計画の開発と適用 
 移行に関わる各種情報（対象児のこれまで
の生活に関する積み重ねに関する情報を含
む）ならびに移行支援アセスメント等を包括
した情報媒体物として個別の移行支援計画
のフォーマットを作成し、それを実際の事例
に適用した。合わせてその評価を行い、ITP
の修正を行った。 
③移行支援コーディネーターの役割の検討 
筆者がコーディネーターとして ITPを用い、

複数のメンバーとの協働しながら移行支援
展開した。事例の展開を分析し、効果的な移
行支援を実現させる際に求められるコーデ
ィネーターの役割を、ITP との関係を含みな
がら検討した。 
 

４．研究成果 
①移行支援アセスメントの検討 
Rous & Hallam(2006)による Tool for 

Transition in Early Childhood を初めとし
て、国内外の文献・書籍・研究を基に、実現
可能な移行支援を促すために把握すべき事
項について主要な事項を明らかにした。検討
の結果、当事者である「幼児ならびにその保
護者」以外に、「移行の種類・特性」「各関係
者・関係機関の整理」「機関同士の連携の取
れやすさ」「移行支援のための活動」「横・縦
の連携を促す情報を共有するための手段」を、
まず把握すべき主要な事項として位置づけ、
アセスメントシートを作成した（図１）。 

このアセスメントシートを用いて、実際の
１事例に適用し、項目の妥当性ならびにその
運用手法に関する検討を行った。結果、全体
の項目に関しては一定の成果を得て、その妥
当性も確保されたが、一方で一つの問題点も
明らかになった。つまりこのアセスメントシ
ートを用いた移行全体の評価は、子どもの就
学先決定の時期（未決定）によっては１回で
確定されず、または連携を取って初めて様々
な連携上の制約が明らかになるなど、運用・
取扱い上の配慮が必要であった。このことか

図１ アセスメントシート 



ら、移行支援に関わるアセスメントは１回の
固定的なものではなく、進行的（ongoing）
である必要性が示唆された。 
②個別の移行支援計画の開発と適用 
 移行に関わる各種情報（対象児のこれまで
の情報を含む）ならびに移行支援アセスメン
ト等を包括した情報媒体物として個別の移
行支援計画（ITP）を開発した。 
 開発された ITP の様式はおおよそ、下記の
事項を含んだ。「表紙」「作成にあたっての文
言」「活動例の紹介」「基本情報」「支援者の
役割と気になること」「移行支援アセスメン
ト」「支援の経緯に関する情報の整理」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ITP を用いた移行支援を、小学校特別支援
学級入学予定のダウン症幼児１名（事例１）
ならびに小学校通常学級（通級利用）の認知
特性に大きなディスクレパンシーのあった
幼児１名（事例２）に対して行った。 
③移行支援コーディネーターの役割の検討 
 上記対象事例に関して、年間に渡る移行支
援のプロセスを分析し、ITP とその管理を行
うコーディネーターの動きがどのように移
行支援に関書したかを、事例を踏まえて検討
した。 
 二つの事例に関しては、例えば事例１では
「育ちや支援を確認・共有するためのカンフ
ァレンス（１～２か月に１回）」「保育者・保
護者によるサポートファイルの作成と提出」
「療育関係者による連携シートの作成と提
出」「小学校の保育所訪問」「小学校入学式の
事前練習」「就学直前の連携会（１回）」「就
学後の保育所・小学校・療育関係者・保護者
による意見交換会（計３回）」が、事例２で
は「育ちや支援を確認・共有するためのカン
ファ（計３回）」「保護者の小学校帆門または
小学校との話し合い」「保育者・保護者によ
るサポートファイルの作成と提出」「就学支
援シートの作成」「就学直前の連携会（１回）」
など、非常に多くの活動が展開された。 
 就学を支えるための活動が展開されれば
されるほど、活動に関する情報又は活動体験
を通した保護者や支援者の思いも無数にな
り、時にそれらは当事者・支援者間で断片化
したり、異なる志向性を生み出すこともあっ
た。就学のタイミングで、移行前の関係機関
と小学校との間で単純明快かつ必要不可欠
な情報・意図の引き継ぎを行うためには、保
護者・保育者・各関係機関が、拡散して保有
する情報・意図を整理し、引き出しやすくし
ておく必要がある。移行支援計画（ITP）と
コーディネーターは【情報の収集―整理―引
き出し（提供）】を随時、行う中で【保護者
や各支援者間の意図を共有化したり、調整す
ること】にその意義があることが示唆された。 
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